
資料 1

第2期岩国市子ども・子育て支援事業計画の進捗状況

[基本理念 ]

安心して子どもを産み育てられるまち

基本目標 1 子どもの安全を確保する

児童虐待防止策の充実

子育てを支える地域社会の形成

子育てしやすい生活環境の整備

基本目標 2 子どもと親の健康を守る

1.母子保健施策の推進

2.妊娠から子育てまでの相談体制の充実

3.思春期の保健対策及び有害環境対策の推進

基本目標 3 支援を要する子どもや家庭を支える

1.ひとり親家庭等の自立支援

2.障害のある子どもがいる家庭への支援

3.子どもの賞困対策の推進
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基本目標 4 多様なニーズに応した子育て環境をつくる

1.子育て支援サービスの充実

2.放課後児童教室及び放課後子供教室の充実

3.情報提供の充実           :

4.ワーク・ライフ・パランスの推進
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学校教育課

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課

ども家庭課

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課

担当課

こども家庭課

養育に関する指導・助言や家事援助等
により家庭の負担を軽減するだけでな
く、家庭状況を把握することにもつながっ
た。
今後も施策を継続していく必要がある。

乳幼児健診の未受診者に対して状況把
握を実施し、安否が確認できる体制を整
備した。
関係機関が相互に連携することで、安否
確認が必要な未就園児や登国していな
い児を把握することができている。
今後も施策を継続していく必要がある。

就学時健診を実施することで、学校生活
を送るうえで配慮が必要になる未就学
児を把握することができた。また、就学
までに転居・転出日転入予定を保護者や
幼稚園等を通じて確認することができ、
各小学校の就学予定者の人数等を把握
することができた。
今後も施策を継続していく必要がある。

妊娠期から子育て期に至るまで、虐待
予防 を視野に入れた支援を実施でき
た。
今後も施策を継続していく必要がある。

訪問時に、不安や悩みを聞き相談に応
じるとともに、子育てに関する情報提供
を実施した。支援が必要な家庭について
は、適切な対応を行うため関係機関に
つなげた。
今後も施策を継続していく必要がある。

必要に応じて保育や教育、医療・療育
等、専門機関と連携を図りながら相談支
援を実施できた。
今後も施策を継続していく必要がある。

子育て相談を通じて、必要とする関係機
関や医療機関、福祉サービスにつなげ
ることができた。
今後も施策を継続していく必要がある。

要保護児童対策地域協議会において連
携及び情報共有等を行うことにより、そ
れぞれの関係機関において適切な対応
を実施することができた。
今後も施策を継続していく必要がある。

「189(いちはやく)」についてだけでなく、
虐待かもと思つたときに、関係機関から
児童相談所や市に連絡・相談することが
周知された。
今後も施策を継続していく必要がある。

母子保健推進員への研修実施。
相談対応時に子育てに関する情報提供
を実施。
幼稚園、保育園、小日中学校等におい
て、虐待に対する認識を深めることがで
きた。
今後も施策を継続していく必要がある。

就学時健診の未受診児に対し、
通園している幼稚園等を通じて安
否確認や健康診断受診の案内を
行つた。
市内小学校への就学が確認でき
ない児童の保護者に対して、文書
を送付し、安否確認を行つた。

支援の必要な家庭に対し、養育
に関する指導・助言や育児・家事
の援助を通して、養育上の諸問
題の解決及び軽減を実施した。

乳幼児健診の未受診者、未就園
児や登園していない児に対してt
家庭訪問や関係機関への聞き取
り等により安否確認や状況把握
を実施した。

。R5年度 妊娠届出数709人、転入
妊婦数34人
・妊娠届出時の面接は、ハイリス
ク妊婦の把握や母子に最初に関
わる重要な機会ととらえ、保健
師・助産師が対応し、保健指導を
実施。
・継続支援が必要なハイリスク妊
婦や医療機関からの依頼により、
妊産婦の保健指導を実施。
・未熟児や発育の確認や育児指
導が必要な方は、医療機関から
の連絡票を受け、訪問指導を実
施。
・子育て支援ヘルパー派遣事業
(R5年度利用者数21件 )
イマタニティクラス」を開催し、妊
娠、出産、育児に関する知識の普
及を行い、出産、育児に関する不
安の軽減を図る。(計24回実施。
延べ282名参加。)

乳児家庭全戸訪問事業 (675家
庭のうち666家庭に実施。実施率
99.0%)

心身障害児療育相談会・季L幼児
発達クリニックの利用者12件

子百て駅にの標々な悩みや児童
虐待予防に関する対応につい
て、専門の相談員が対応し、相談
内容や家庭状況に応じた福祉
サービス等の案内や専門相談機
関への紹介などを通じて、安心し
て墓λ干ス止らす輝井車柿 ^

虐待の発生予防、早期発見、早
期対応、再発防止のために、要
保護児童対策地域協議会の取組
の強化を図り、地域の関係機関と
の連携及び情報収集・共有によ
り、支援が必要な児童及びその
世帯に適切な対応を実施した。

虐待かもと思つた時などに、速や
かに通告・相談できるよう、児童
相談所全国共通ダイヤル「189

(いちはやく)」を掲載した周知の
チランを配布。また、小中学生を
対象にした電話相談窓口やイン

ターネット相談窓日の周知を実
施 6

B訪問や相談対応時に子育てに
関する情報提供を実施。
・母子保健推進員への研修実施
や子育て支援機関への啓発志
・体罰や暴言により子どもの心や
体を傷つけることは虐待となると
いう正しい認識が持てるよう、子
育て中の親や地域住民などに対
して、啓発活動を実施。

第2期計画の評価令和5年度実績

支援の必要な家庭に対して、養育に
関する指導・助言や育児a家事の援助
を行うことで、家庭の抱える養育上の
諸問題の解決及び軽減を国ります。

乳幼児健診や就学時健診の未受診
児、未就園児、不就学児に対する安
杏確認や継続した支援等、関係機関
が相互に連携して、子どもの安全を守
る体制づくりに取り組みますと

生後4か月を迎えるまでの乳児のいる
家庭を訪問 し、不安や悩みを聞き相
談に応じるとともに、子育てに関する
情報提供を行います。また、保護者の
心身の状況及び養育環境の把握を行
い、支援が必要な家庭については、適
切な対応を行うため関係機関につな
げます。

未熱児、多胎児や発達に遅れのある
子ども、障害児などの親は、育児不安
や負担が大きいため、必要に応じて

保育や教育、医療。療育等、専門機関
と連携を図りながら相談支援を行いま
す。

子百てをする甲での1朦々な悩みや児

童虐待の対応に ついて、専門の相談

員が対応し、相談内容や家庭状況に

応じて、福祉サービス等の案内や専

門相談機関 への紹介などを行い、子
どもと保護者が安心して暮 らせるよう
trⅢポートI^主士 ^

虐待の発生予防、早期発見、早期対
応、再発防止のために、要保護児童
対策地域協議会の取組の強化を図
り、地域の関係機関との連携及び情
報収集B共有 により、支援が必要な児
童およびその世帯に適切な対応を行
います。

1婁墓載多聾Ⅵ身饉繋昇雪ゼ記奪鷲母翼笥轟弩覇晨ら
子育て期に至るまで、虐待予防を視
野に入れた支援を行います。

虐待を受けたと思われる子どもを発見
した人が、速やかに通告できるよう、
児童相談所全国共通ダイヤ ル「189
(いちはやく)」の周知に取り組みま
す。また、小中学生を対象にした電話
相談窓口やインターネット相談窓日の
周知に取り組みます。

体罰や暴言で子どもの心や体を傷つ

けることは虐待となるという正しい認

識が持てるよう、子育て中の親や地域

住民などに対して、啓発活動を行いま

す。

計画書記載内容

育てにくさを感じる
親への支援

養育支援訪闘事業

乳幼児健診等未受
診児、未就園児、不
就学児等への安全
確認

妊産婦への支援
の 強化

乳児家庭全戸訪
問事業

家庭児童相談事妻

要保護児童対策
地域協議会の取
組の強化

相談窓日の周知

事業の名称

体罰や暴言によら
な い子育ての普及
啓発

1  児

7

8

9

4

5

6

3

2

事業No

1
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15

14

13

12

11

10

放課後子供教室の

実施

地域子育て支援拠
点事業

母子保健推進員に

よる地域活動

民生委員・児童委
員活動の充実

地域協育ネット及び
コミュニテイロスクー

ルの推進

学校における相談

体制の強化

子育て短期支援事
業

事業の名称

全ての児童を対象として、放課後や週

末等に小学校の余裕教室等を活用し

た子どもの居場所を設け、地域の

方々の参画を得て、勉強やスポーツ・

文化芸術活動、地域住民との交流活
動等の機会を提供します。

地域子育て支援センターを子育て支

援の拠点と位置づけ、子育てに関す
る相談や必要な情報の提供を行うとと

もに、子育てサークルの活動支援や

交流の場づくりを推進します。

母子保健推進員が、家庭を訪問して

子育てに関する情報提供をしたり、地

域の輪づくり活動を推進したりするな
ど安心して子育てができるように支援
します。

民生委員・児童委員活動等を通じて、

糧舞蕉冒壇計渚赫 ずテ
える

地域住民、保護者、学校が協働し、子
どもの育ちや学びを地域ぐるみで見
守り、支援する地域協育ネット及びコ

ミュニティ・スクールの取組を推進しま

す。

形 成

全てめ公立小中学校にスクールカウ
ンセラーを配置し、教育相談体制の充
実を図ります。

病等により、家庭における
が一時的に困難になつた子ども

児童福祉施設等で預かります ま

DV被害や経済的に困窮している
保護者への早急な対応を図ります

計画書記載内容

・14か所 (17小学校区)で放課後

子供教室を実施。
・全事業数234、 延べ2,769人の児

童が参加した。
こ放課後子供教室指導者を対象
にした研修会を年間2回実施し
た。1回めはカプラという穂み木を
使い各指導者が体験し、自身の

活動の参考になつた。芝回めの各
教室の事例発表では、情報共有
や情報交換が行われ、以後の活
動の参考になつた。

公立認定こども園2園、私立保育
4園で実施。「母子モ鬱いわくに」
による情報配信。

こども館、児童館で実施。「母子モ
珍いわくに」による情報配信方法
の工夫により効果的な周知を図つ

てきた。

・母子保健推進員(168名 R5.4.1時

点)が育児不安や孤立感の軽

減、保護者の交流の場の提供の

ために、子育ての輪づくり活動を

行う。(年40回、延べ1,068人参
加 )
・母子保健推進員が身近な子育
て支援者となるよう育成・支援す

る。

民生委員児童委員協議会全体
で、地域の子育て体制を支援。

市内全中学校区に配置した14名

の地域学校協働活動推進員を対

象とした研修会を年間3回実施し

た。1回めの研修会では、推進

員、県立学校のCSサポーターを
対象に県や岩国市の地域連携教

育について周知し、2回め以降の

研修会では、小。中・高校の地域

連携担当教職員やCSサポー
ター、公民館等の社会教育指導

員を交え、活動事例の共有や連

携強化、マネジメントカの向上に

つながつた。

学校運営協議会委員による授業

参観や、委員と教職員とによる協

議を継続した。さらに、委員と教

職員だけではなく、児童生徒も交

えて、学校や地域の課題解消に

向けた協議を行つた。

全ての市立中学校区(小学校は

その検区内の連携小学校)に、ス

クールカウンセラーを配置した(県

事業)

第2期計画の評価

保護者の疾病等により 家庭にお どもを預かること こより保護者の負担

ける養育が一時的 こ困難になつ 軽減につ ながつただけでなく～家庭の状

た子どもを 児童福祉施設等での 況の把握にもつながつた また DV被害

預かりを実施 また DV被害を受 を受けた保護者とこどもに対する緊急的

けた保護者とこどもへ の 早急な対 な対応を取ることができた

応を行つた。 今後も施策を継続して しヽく必要力`ある。

令和4年度から令和5年度で全事業数
は減少しているが、参加児童数は

'30人

握鰯 鑢斡 3係
学べる機会を設けることができた。

今後も施策を継続していく必要がある。

子育て世代の情報交換や交流の場とし
て、また保育に関する様々な体験や相
談の窓口として、各種子育て烹援を行う
ことができた。
今後も施策を継続していく必要がある。

子育て親子の交流、子育てに関する相

談、情報提供を行うことで、安心して子

育てができる環境づくりに取り組んだ。

今後も施策を継続していく必要がある。

母子保健推進員が、家庭を訪問して子

育てに関する情報提供をしたり、地域

の輪づくり活動を推進したりするなど安

心して子育てができるように支援した。

今後も施策を継続していく必要がある。

民生委員・児童委員活動を通じて、地域

の子育て家庭を見守り、子どもが安心し

て暮らせる地域づくり:こ貢献できた。

今後も施策を継続していく必要がある。

地域学校協働活動推進員が中心にな

り、地域、保護者、学校が一体となつて

協働活動や登下校の見守り、清掃活

動、除草作業を行うことができた。また、

昨年度は地域教育ネット中学校区14の

い る 。

今後も施策を継続していく必要がある。

学校運営協議会委員と教職員、さらに

児童生徒を交えて協議することで、コミュ

ティ・スクールの仕組みを関係者みん

児

に取り組んだり、地域住民が日常的に

活動に関わつて学習支援をする取
組も増えている。
今後も施策を継続していく必要がある。

塩熱 鰯辮 機織 。

保育幼稚園課

こども家庭課

こども家庭課

福祉政策課

生涯学習課

学校教育課

教育センター

こども家庭課

担当課

16
生涯学習課

3



青少年課

担当課

学校教育課

くらし安心安全
課

くらし安心安全
課

学校教育課

公園施設課

医療課

の防犯意識の醸成に有効である。

の

a露鏡毛累晃研寛f160件?危
険箇所

諮

'こ

覇卍睡報お認に翼肝
琴姦化施策を継続していく必要がある。

防犯カメラの運用や、自治会等への防
犯灯の設置経費一部補助や電気料金
助成、岩国地区防犯対策協議会への支
援により、犯罪の未然防止につながるよ
う努めた。
子どもと一緒に、遊び場である公園の安
全点検を実施することで、危険個所の見
分け方を知ってもらい、防犯意識の高揚
が図れた。
今後も施策を継続していく必要がある。

冨曇賢書聾三夢雪暑
る。

薪   錯銃堀考
褒謬翻動鏡釉綿巽礫
堅晏勁醜催銀4盟交通安
今後も施策を継続していく必要がある。

今後も施策を継続していく必要がある。

aε

膏ξFと期 露隅
今後も施策を継続していく必要がある。

6月 から3月まで、延べ88回補導
活動を実施した。

第2期計画の評価令和5年度実績

。防犯カメラの適切な運用 (169
台)
。自治会等地域住民の自治組織
が管理する防犯灯の設置経費の
一部補助制度や電気料金の全額
助成制度を実施
a岩国地区防犯対策協議会に補
助金を交付し、協議会を通して防
犯活動 (子ども、女性を犯罪から
守る対策・地域安全活動・犯罪予
防活動口少年の非行防止と青少
年の健全育成活動・安全な社会
1環境づくり)を推進
日保育園児を対象とした公園の安
1全点検を実施 (令和5年度1回 )

|
|

道路管理者、警察等と合同で通
学路の安全確認、危険箇所の点
検を行つた。
(3/22～ 3/30のうち7日 )

交通安全週間において、スクール
ガードが登下校の見守りを行つ
た。学校によっては、年間を通じ
て見守りを行つている。

・交通安全教室
保育園 120回、幼稚園 75回
小中学校(自転車教室、一日入
学等)7回
・交通安全運動期間中の自転車
点検
高等学校 2回
・SNSによる啓発 (通年)

・各学校において、交通安全教室
(自転車教室を含む)や危険予測
学習を実施した。
・交通安全資料を学校に送付し、
児童生徒に交通事故防止に向け
た注意喚起を行つた。

、遊具の更新を実施(5に基づき

改修を・野地街区公園のトイレの

公園・8施設 )

♯8000(小児救急医療電話相
談)の普及啓発 (市内の認定こど
も園・幼稚園・保育園・小学校 (1
～3年生)の保護者にチラシを配
布、広報紙・ホームページヘ掲
載、自治会を通じて周知)

!の零 僑

計画暮記載内容

子どもを犯罪等から守るために、地域
の防犯パトローザレなどの防犯活動や
街頭補導活動等、犯罪が発生しない
環境づくりに努めます。

学校、保護者、道路管理者、警察等と
合同で通学路の安全確認、危険箇所
の点検を実施し、通学路の安全確保
を図ります。各学校で組織しているス
クールガードが、登下校の見守りを実
施し、通学路の安全性の向上に努め
ます。

幼児期から交通安全教室の開催等を

1垂
と毅属蒙丸

の声通安全意識の向

公園を安全・快適に利用できるよう公
園施設の定期点検を実施するととも
に、計画的に整備を進めます。

安心して医療サービスを受けることが
できるよう、医療サービスの機能強化
に向けた整備や支援等を行 います。
また、救急医療機関への支援と救急
医療の適切な受診のための普及啓発
活動を推進します。

事業の名称

,てしやすい生活愛据

防犯活動・補導活
動の実施

通学路の安全対策

交通安全教育の充
実

公国の整備

子どもの救急医療
体制の整備

3 子

17

18

事業No

19

20

21

4



22

23

24

25

26

27

28

29

事業の名称

妊娠・出産 B育児に

関する知識の普及

啓発

施

妊婦健康診査の実

保健指導の実施

乳幼児の健康診
査。発達支援

予防接種体制の充

実  . ~~

助産施設入所支援

妊治療費の助成

妊娠届出時からの

相談・支援

相談場所の周知

計画書記載内容

す。

悟              看

行います。

騒鏑璽踊鉾〒

るこ経済的理 由で
助

入院助産を受け
産施設におし

と

てヽができない場合に、
助産を実施します。

雑離 纏 解 脇 鵬
を行います。

談窓

所の

電話な
ロ

周

「

妊娠から
ほ

出
つ

産

知を行

と

し

」

子

な

ます

ど

どで気軽に相談

育てまで の 総合
訪問や来所

相

できる相談場

安の軽減を図る。

妊婦健診実施 (受診者延数

8,194人 )

健診

先で受診した

7 か 月
乳児

児

健診
1

り

託で実施し

( 1

て

歳

し

か

」属l)
るヽ

月

は 、

児、3か 月

各健診は
場合

医療機関
児

県

委

償

ことができ 合に、
的理 由

なし

で入

場ヽ

院助産を受ける
助産施設

利用の周知を実施。

砧群群れせ;竜浮尉岳ユ語ズ肇菌

蠍 亀蟹名建亀暑邑E落

勘 e手畢七ラン5:」Fて

等により周知・啓発。

つ

じ

個別通知
て接種
や市報
勧奨。
ホームページ

i             :
こある。やす しヽ 体制

岩国市不育
年度

症検査治
から実施 (
療費助成
助成

イリ
こよ婦や

実施。
継続支援が

医療機関か
必要な′

らの依頼

ス

り

ク妊

Iザ

こ関

わ

妊

る

助

ク妊婦
娠届

の

出

産師

妊婦数34人

把握

時の

が対

重要な機会
応し

ととら

面接は

え 、

や母子に最初
イ

保健

ス

保健指導を

出 人、R5

男ユ鸞雛雛テ

も相談室が実施し

ン 一とこ

こど

の相談にも対

相談に加
てきた

ンターが実施

し

ど

従

子

え 、

て

ども

育

来、

家

て

子

中

きた妊

庭セ

育

も相談室

娠中

て支
から

援セ

の

る

第2期計画の評価令和

ことができ
に委託

に 、で出産を迎 え る るよう
して実

施した。

警諮己髯層袴蟄讐
の保健指導実施。

、心

身ともに に成長 う1こ健や

歯の健康な
んヽ

どの保健
できるよ

指導を実施し
食

今 て し

育、
た。

馨覆亀托策を継続していく必要がある。

また

にも

成によ

状況に応

止

がっ

す
た

る

乳幼児
の

の予

その保護者への

とができ
実施によ
防接種の

り

接種費用

接種

接種率向
の助

経済的支援

上

もつ
り

な

じ

接種忘れを防
つな

た

離騨脇 潮鍵綜ガ
今後も施策を継続して しヽく必要がある

実施した続的な支援を
て し く必要がある

出産に対す
:こよ悩みな

妊娠届出

どを

時

妊娠

把握し、

保健師 助産

家庭訪問

師

等

る不安
り

や

が面接し、

継

的に相談対
健だけでなく

ンタ
こつ

たこども家庭セ

応

今後も施策を継続

児童

し

できてし
て し

福祉 |
るヽ

一となつ
しヽても

くヽ必要がある

体

こども家庭課

担当課

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課

健康推進課

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課

5



こども家庭課

ども家庭課

ども家庭課

学校教育課

ども家庭課

担当課

ども家庭課

文化スポーッ課

青少年課

青少年課

こども家庭センターが設置され、子育て
世代包括支援センター機能と子ども家
庭総合支援拠点機能が一体的になり、
妊娠中から子育て期にわたり、切れ日な
い支援を実施できている。
今後も施策を継続していく必要がある。

中高生等に対して、妊娠・出産について
正しい知識を伝えるため、思春期教室
を実施した。
今後も施策を継続していく必要がある。

妊娠中から産後1か月頃までの妊産婦
に対し、産科医療機関と随時連携を取り
ながら個別に支援することができた。
今後も施策を継続していく必要がある。

いて様々な工夫を取り入
れた保健教育を実施し、発達段階に応
じた資質・能力を育成することに努め
た。

る中、各校にお

ロナ禍の

していく

子育て支援ネットワーク会議にて、各地
域子育て支援センターの情報を共有し、
顔の見える関係性を築くことで、連携強
化できた。
今後も施策を継続していく必要がある。

コロナ禍であり、イベント等の開催が困
難な時期ではあったが、親子で参加しや
すいニュースポァッ用具の拡充や、モ

|と籍
を甲倖するな
ど、普及・啓発

今後も施策を継続していく必要がある。

覇報 鋸盟 灘騒 。

医療機関と連携し、産後うつの早期発見
を行うことができており、子育て支援ヘ

ルパー事業や産後ケア事業につなぐこ
とで、産後の心身の安定を図り、安心し
て子育てに向き合うことができている。
今後も施策を継続していく必要がある。

鯖銘観
理観離曇違

今後も施策を継続していく必要がある。

学校と連携し、各中学 B高校にお
いて思春期教室を実施。(17回
1,263人 )

妊産婦健診のみならず、支援が
必要な妊産婦について、随時産
科と連携し、個別支援を実施。

妊娠中から産後健診まで、医療
機関から気になる妊産婦の情報
を共有し、適切な支援につながる
よう連携した。
伴走型相談支援事業にて、妊娠
届時から切れ日ない支援を実
施。

各学校において、発達段階に応じ
た保健教育を行つた。

子育て支援ネットワーク会議に
て、各地域子育て支援センターの
情報を共有し、顔の見える関係性
を築くことで連携強化した。

・子ども対象の各種スポーッ大
会、スポーッ教室・講習会を共
催 B後援し、スポーッを体験できる
機会を提供
・市民健康スポーッのつどいスボ
レクフェスタの開催
・親子元気アップ教室の開催
・市民モルック大会の開催

令和5年度実績 第2期計画の評価

産後健診にて、産後うつ傾向や
支援が必要な人を早期発見で
き、医療機関からの連絡により早
期の対応につながつている。その
中で、必要な方には、子育て支援
ヘルパ‐派遣事業や産後ケア事
業などの利用につなIザている。

市立小中学校において「薬物乱
用ダメ。ゼッタイ。教室」を開催し
た(県事業)

市長部局、県岩国児童相談所、
岩国警察署等の関係機関と連携
を取りながら問題に対応した。

了吾環境対策の推進

産科医療機関と連携を図りながら、つ
ながりのある妊娠・出産・産後の支援
を行います。

子育て世代包括支援センターは、妊
娠期から子育て期にわたる切れ日の
ない相談支援を行うため、関係機関と
の連携を強化します。

中高生等に対して、妊娠・出産につい
て正しい知識を伝えるため、思春期教
室を行います。

成長の基礎となる丈夫な身体をつく
り、心と身体のパランスのとれた成長
を促すとともに、性に対する正しい知
識を身につけさせるため、発達に応じ
た保健教育を推進します。

子育て世代包括支援センター及び保
健センター は、身近な相談場所であ
る地域子育て支援センター と連携を
図りながら、相談支援を行います。

子どもが日頃から積極的にスポーツ

1            技す
ポーツ少年回の活動支援等環境の充
実を図ります。

計画書記載内容

医療機関とも連携を図りながら、産後
うつの早期発見と対応に努めます。ま
た、産後の心身の安定を図 り、安心し
て子育てに向き合えるように、子育て
支 援ヘルパー派遣事業や産後ケア
事業など、産後の支援を充実させま
す。

飲酒・喫煙 B薬物等が及ぼす
の影響について、児童生徒の学習機
会の充実を図るとともに、インター
ネットの有害情報へのアクセス防止の
ため、利用方法などについて正しい知
識の普及を図りますぉ

登校問題については、学校、家庭、
地域及び関係機関とのネットワーク
づくりを強化し、子どもの心の問題に

思春期教室の開催

産科医療機関との
連携

関係機関との連携
強化

保健教育の推進

産後支援の充実

地域子育て支援セ
ンターとの連携

|スポーツ環境の売
実

事業の名称

自分を守る知識の
普及

問題行動に対する
連携強化

34

35

32

33

36

事業No

31

37|

38

39

6



1

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

ひとり親家庭医療
費助成制度

児童扶養手当支給
事業

事業の名称

自立支援教育訓練

給付金の支給

母子父子寡婦福祉

資金の貸付

母子・父子自立支
援員の設置

支援制度の周知

母子生活支援施設
への入所

障害に関する知識

の普及

障害の早期発見と

早期療養の実現

障害児等への支
援。相談体制の充

障害児の受入れの

推進

特別支援教育支援

員の配置

各種手当の支給

黎響薙多霧ケf≧市ヨ与雪亀彗昌ξZ晶弘
こ

成します。

るた
る

ある

家庭 I
の促進、

おして
父または母が

生活

児童の福祉の
の

児童を
安

育

定

増進を
と

図

自

成し

ユ

て しヽ

計画書記載内容

構を  確 難 ♂
ます。

行います。

向けた支援をします。

情報提供に努めます。

こつ ために、
ひ と

け

り

利用

ム

親家庭 I
な

対し

ページな
げ

て

る

の

ど様 々な手

支援情報

法

を

紙媒

で

の
へ の

り支援を必要として
生活支援施設への

いる場合に、母子
入所を行い、自立

、生活 窮やDVなどによ

児を温かく見守る環

す。

宮啓息:

盈B       兵昇]緑
ます。

官すゼ≧啓ととこと:3争li侶戸

雪二1      軍冨畢偏馨蓬手
当を支給します。

R5児童扶養手当受給者数 941

人(3月 末現在)

総助成医療費 :78,987,461 円
診件数 :25,058件

1,555

母子寡婦福祉資金の貸付 (県制

度)
受付窓日は市でも対応。

自立支援員による相談受付

(594件 )

市
ている。

竺翌 将薬異男場馬更憂る通
知も行つた。

Z饂難軽
できた。

「ふれあいeタウンいわくに」の年

間ホームページ

アクセス数 :131,862件

更ヨ3を強ぁ線部分
63人(実人員)
・在宅障害児療育支援事業:614

・児童発達支援センター 市内事

機 樫支援 市内事業所数 :

9
じ放課後等デイサービス 市内事

拙 撃訪問支援 市内事業

‰髪援事業所による支援の
充実 :市内6事業所に委託

唇肩抒ダ豊負分尾鮮
な

54人配置 事業費79,905千円

1級 受給者数 :104大 手

額 :351760円

障害児福祉手当

受給者数 :65人 手当月額 :

15,220円

心身障害児福祉手当

受給者数 :187人 手当月額

5

2級
3,700円

受給者数 265人 手 当月

当月

第2期計画の評価令和5年度実績

し

て、子

ることができ家庭の経済負担を軽減す

または母の経済

こあると

父

り親家庭や重度の
的負

障害の状態
担の軽減が図ら

自B  錢肇事業費補
支給実人

助金
数7人、入学支援修了

1人
練促進給付金等給付

業費補助金
支給実人数

かった
こよつ
こよる

支援に務めた

図

計

営

とで

り

める

ぬミ

場合

よう

中

経済的

希

自

望者

立 1

て

て

て し

対し

は関係機
安定

関

した

が

付

適切な対
に繋

応

ぐ

はな

生活を

を

て し

供に加

に

題等に対す

立に向
解決に向

支援した

提

抱えて し

。父

機関と一

むなど

るヽ

体

え 、

問

となつ
相談者

て

が 自

困難案件

るよう

で

る

る

あれば
助言

関

けて取
係

けた新た
り

や情報

とり親家庭が自立に向

していることに加えて、
けた支援を利用
母子・父子自立

支援員への相談件数も年々増加してい

て し

り～ の ひ

る。

の

施設入所が必要な母子家庭に対し、円

塚堰線 を基轟抱健f烹な姜ぶぁる。

る情報を

、発達上の課題確認、障

の早期療育を開始で

体制の充実をはかつ

客堰ぞ髭美を継続していく必要がある。

害の早期発見から

きるよう療育E相談

中心として、関

になつた。

援教育支援員
ことができた。

t

に配置す
人数を

る教員の

各小中
人数 必要とす

学校から聴取

を各校に適切

る
し

支援員の
特別支
る

の人 応

毒稜        i最誠曇線 。

こども家庭課

こども家庭課

担当課

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課

こども家庭課

障害者支援課

障害者支援課

障害者支援課

保育幼稚園課

学校教育課

障害者支援課

7



こども家庭課

障害者支援課

生活支援課

ども家庭課

学校教育課

学校教育課

担当課

教育センター

生活支援課

ども家庭課

ども家庭課

こども家庭課

とができた。るこ援を実施す

取ることができた。

早急に相談対応に当たることができ、相
談者が必要とする支援やサービスにつ
なげることができた。
今後も施策を継続していく必要がある。

相談員が研修を受講し、子育て窓口である、こども相談室をさらに充
家庭の相談・支援対応を実施し
た。

実し、生活に因窮する家庭の 子ども
を含め、全ての子どもが,い身ともに健

て、保険診療の自己負担額を助成 し
の方の医療費につい
1～ 3

受給者の家計の支援に貢献できた。
今後も施策を継続していく必要がある。

月平均対象者 :31399人

総受診件数 :107,559件

総助成医療費 :505,092,421円

こつ

生活困窮者自立支援事業及び生活保
いて子どもの貧困対策を着
生活保護にはとりわけ、格

ある中でも、すべてのこどもに与え
られるべき最低限度の生活を保障する

る。限られたマンパワーの中で
援に限界もあるが、関

関との連携体制は不可欠である。

は当然、できる支

今後も施策を継続していく必要がある。

スクールソーシャルワーカー、スクール
ウンセラーの派遣を実施することによ

郊 麹 魏
今後も施策を継続していく必要がある。

今後も施策を継続していく必要がある。

て し

とに

の推進に

こつし

ができた。

よ

と

る

ながるつ

て把握すヽ

りく居場所づ
子

り

今後も施策を継続していく必要がある。

こよるこ

育てに ら図

保護者の
軽減が
り

の負担

と支給す
係る経済的

等を当手

れた

に応じ、こども相談室等の福
部局、教育委員会及び学校等
と連携し課題に対応した。

ることで適切な支援を実施

る問題解決に向けて支援を

に

費・特別支援教育就学

′!ヽ 652人+125人  20,313千円
中 473人+76人 32,082千円

費

令和5年度実績 第2期計画の評価

クールソーシャルワーカーを適宣

B市独自の取組みとして、必要に
じてスクールカウンセラーを緊

・全ての市立中学校区(小学校は
その検区内の連携小学校
クーザレカウンセラーを配置

)に、ス
した(県

支援を行つた。

生活困窮家庭 (生保受給世帯又
は就学援助受給世帯等)を対象
に学習支援事業を実施し、進路

墾誰熱 招P提襟
及び学習

87回開催、延べ886人参加 ｀

子ども食堂等を行う団体を把握
し、子どもの居場所づくりを推進。

課題を早期に共有し、適切かつ迅速
な対応につなげるために、福祉部局
と教育委員会、学校等との連携をさら
に強化します。

計画書記載内容

就学前の教育・保育に係る保育料の
無償化・軽減をはじめ、就学援助、奨
学金貸付などにより、全ての子どもが
希望する教育を均等に受けられるよ
う、教育機会の提供に努めます。ま
た、スクールカウンセラー、スクール
ソーシヤルワーカーによる教育相談体
制の充実を図ります。

貧困の連鎖を防止するため、生活保
護世帯等生活困窮世帯の子どもを対

絲 豪導ビ芦私即
の提供及

子ども食堂等を行う団体の活動を支
援し、子どもの居場所づくりを推進しま
す。

銃 路 推 露 黒 我 望 糟
等職業訓練促進給付事業を通じて、
ひとり親家庭の就業支援を行うなど、

保護者の子育てに係る経済的負担を
軽減するため、児童手当・児童扶養

驀蓬紐蜃塞喜毒室毒催還≧鍵を層
います。

は15,000円 )、 中学生10,ooO円 /月

墨事替叢言
当(根拠法令 :児童扶

10,410円 /月 ～44,140円 /月 (第2
子以降加算あり)
母子父子寡婦福祉資金貸付 (県

事

了支援修入学

促進給付金等給付
人

人

育訓練給付金給付

1数

訓練

数フ

件

援教

補助金

費補助金

立支

時金3

自

業費

支給実人

事業

支給実人
就保護者のてしカ

練給付金給付事業

協とも― ク

援教

一 ワ

立支自

降

′lヽ

以

歳3

第3子(

月

0,000円可前了

法 )
※所得制限あり
3歳未満 15,000円 /

事業の名称

重度心身障害者医
療費助成制度

相談体制の充実

連携体制の強化

教育の支援

学習の支援

子どもの居場所づく
り

保護者に対する就
労の支援

55

事業No

54

53

3 子と

56

57

|

58

59

60

3



72

2放

71

70

69

68

67

66

65

64

63

62

61

1子 育
‐

読書活動の推進

乳幼児・こども医療
費助成制度

外国人の子ども等
へ の支援

病児保育事業

年末特別保育事業

休日保育事業

延長保育事業

幼稚園等での預か

り保育事業

保育園等での 一時

預かり保育事業

ファミリー・サポー
ト・センター事業

地域子育て支援セ

ンター事業

事業の名称

ックスタート事業や図書館でのおは

基集託琴望 専賀離
活動を支える環境の整備を図ります。

中

再薪建坂富后ゴ豊竃猛曇霧既晟ど
ます。

幼児や外国人幼児などが増え て
違うしヽ ることから 葉や生活習慣の

恕髪`評署こ繰 禦翌療桑

維評:壁需詠割型腱
携による整備を図ります。

揆蕃慕寒肇富!q葵集年療響雷ぞ軍g
もを預かります。

催課響幕軽ぽR留ギ躍霰
:

子どもを預かります。

め、認定こども園・

を超える時間帯の
保育園で保育時間

保育を実施しま

蟄笹電層爾薪蓄秘目碩鵬
ます。

の ′

時的 家庭での保育が困難な場合

や 保護者の ]Jフレッシュのために 、

保育 認定こども園で子どもを一時

iJ サポー ト センター事業Iこつ しヽ て

は、会員相互の信頼関係の強化や援

員の 資質向上など 保護者が安
て利用できる体制の充実を図りま

ま
に 、 子

援や交流の場

計画書記載内容

・関係各課との協働により、ブック

スタート事業を実施 (22回 773

人)。 新型コロナウイルス感染拡
大防止対策継続のため、令和5年

度はパックの配布のみ。
※1歳6か月児健診会場にて、親
子に絵本を読むと共に～絵本・

バッグ・子育て支援情報を提供
日おはなし会を市内各館で定期的
に実施。(201回 1,984人 )

研新Я医療賓勘成制反
月平均対象者 :4,856人

総受診件数 :105,315件

総助成医療費:186,612,507F

こども医療費助成制度

月平均対象者 :8,523人

総受診件数 :124,780件
俗 囲h隔伊医磨 書 :296_291_309円

畳奮誕渡哲要γZI議蟹癖4轟野
補助する制度を創設。R5は3施

設で実施。

1745人。R5は新型コロナウイル

がユ曽カロ
症の影響を脱し、利用者
傾向にあつた。病児保育
おける業務効率化を推進

するためICT化の補助事業を実施

し、利 用者の利便性向上にも繋

7施設で実施。年末保育を実施す
る園がより制度を利用しやすくな
るように、要件の見直しを行つた。

1施設で実施。利用者数延べ236

人。多様な保育の需要に対応す
べく周知に努めた。

17施設で実施。R4から実施施設

数の増減なし。

11施設で実施。R4から実施施設
数が2増。

25施設で実施。R4から実施施設

数が1減。

・子育て支援研修会の実施
a活動件数1,115件 会員数767人

ズ解寵 |:姑麟綿琴
会員が1割増

公立認定こども園2園、私立保育
4国で実施。

こども館、児童館で実施。R5はコ

実績 第2期計画の評価

輻籟   雰おぞ:尋
':と

障害があるなど | より配慮が必要な児
ヘ の 対応として 職員の加配 や施設

をバリアフリー対応に改修するなどによ

蓄轍 讐
めた。
一部の放課後児童教室では受け入れ可

能な施設や人員の不足などにより、
児童の発生が常態化している。

の施設の活用や、長期休業

期間中の検区外の教室

どを行つているが、様々
での利用調整な
な方策により待

機児童の解消を図る。

ブックスタート事業は、概ね全ての対象

貫鑑徐奮P豪蒼泳馨翼種翼審な絡
ただし、新型コロナウイルス感染

會腿紳齢
春稜七穐美を率墜続していく必要がある。

肇撓戦鋼瓢鍋駐
ことんミできた。
今後も施策を継続していく必要がある。

字
どの効果があつた。

今後も施策を継続していく必要がある。

夕揚豚諄認ζ裂写黙i;!lfif予 ;子|::iifbミ
にもつながつた。
今後も施策を継続していく必要がある。

年 で の 保育 世ヽ帯

定数発生する中で 多様な保育の 需

要に対応すべく年末特別保育事業を実

施し、利用を希望する子
ができている。

どもは概ね利用

て い

日曜 日 日 保育

しヽ世帯が一定数発生する中で 多様な

保育の需要に対応すベ く休 日保育事業

し 利用を希望する子どもは概ね

利用ができている。
してし

を希望する子どもは概ね利用ができて
い る 。

市内の園で継続的に実施されており 利

用を希望する子 どもは概ね利用ができ

ている。
て しヽ く必要がある

市 内の 多くの国で実施されて おり 利用

る子どもは概ね利用ができて

琴稜そ施策を継続していく必要んミぁる。

轟 観騒 齢 魁 態
与稜も施策を継続していく必要がある。

る様 な体験や相て また保育に関す 々

談め窓日として、各種
ことができた。

子 育て支援を行う

議糞期鵞鏡婆響異ラ
だ。

とで、安心し
に取り組ん

保育幼稚園課

中央図書館

こども家庭課

保育幼稚園課

保育幼稚回課

保育幼稚園課

保育幼稚園課

保育幼稚園課

保育幼稚園課

育幼稚園課

こども家庭課

保育幼稚国課

こども家庭課

担当課

放課後児童教室の

実施

保護者が就労等により昼間家庭にい

小ヽ学生に対 して、「遊びの場」「生 対象児童
活の場」としての居場所を提供すると 小学生 (全学年)
とも| 、支援員が連携して子どもの主 保育時間 :

体性を尊重し、子どもの健全な育成を 平日 授業終了時～18:30
ります。保育が必要な家庭への支 土・長期体業日 8:00～ 18:30
援を引き続き行うとともに、発達障害 保育料
等配慮が必要な児童につしヽても適切 3,000円 (3月 は41000円 )
な対応ができるよう、研修の充実によ 定員
員の質の向上に努めます。ま 1,695人

た、育成支援の内容については放課 登録児童数 :

後だより等で利 用者に周知し、保育 1,286人 (R5.5.1現在 )
時間については地域の

軟な対応に努めます。

9
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31吾 |

73

76

74

78

77

75

●′

事業の名称

放課後子供教室の

実施 (再掲 )

「新 B放課後子ども
総合プラン」の推進

ワーク・ライフ・パラ
ンスの取組の推進

ワーク・ライフ・パラ
ンスの意識の醸成

子育て支援にかか

る情報提供

利用者支援事業の

充実

計画書記載内容

全ての児童を対象として、放課後や週

末等に小学校の 余裕教室等を活用し

た子どもの居場所を設け、地域の

方々の参画を得て、勉強やスポーツ・

文化芸術活動、地域住民との交流活

動等の機会を提供します。

放課後児童教室に通う児童が放課後

子供教室の活動に参加できるよう、支

援員同士が情報を共有し、活動場所
への移動についても配慮するなど環

境整備に努 めます。放課後児童教

室及び放課後子供教室の実施にあ
たっては、関係機関と連携し、学校の

余裕教室や放課後に使われていない

特別教室等の活用を促進します。教
育委員会、市長部局、PTA、 子ども会

関係者及び主任児童委員等の有識
者で構成する「新・放課後子ども総合
プラン検討食」を開催し、事業の実施
状況や課題について協議・検討を行
います。

育児体業制度の定着・促進や労働時

間の短縮に向け、企業を含めた関係

機関での取組を進めます。

セミナーの開催や情報提供により、仕

事中心のライフスタイルの見直しに向
けた啓発に努めます。

保護者が必要な情報を必要な時に入

手できるよう、ホームページや子育て

アプリの内容の充実に努める ととも

に、子育てガイドブック等紙媒体によ
ス惜錦 埠性手lttI★締★行い主す ^

教育・保育施設や地域子ども子育て

支援事業につ いて、保護者からの利
用相談に応じます。また、子育てに関
する情報の収集及び提供を行いま
す。            ‐

・14か FJt(17刺
~`子
穣墜)で万ズ課復

子供教室を実施。
・全事業数234、 延べ2,769人の児

童が参加した。
・放課後子供教室指導者を対象
にした研修会を年間2回実施し
た。1回めはカプうという積み木を
使い各指導者が体験し、自身の

睡 聯
鞣

・こども家庭センター「妊娠。出産・

子育ての総合相談専用電話ほつ
とI」にて来所や電話による随時相
談を実施
(R5年度相談実績 !延2,810件 )

・生後0～ 3か月頃、及び1歳児に
向けた育児情報冊子を作成、配
布し、情報提供を実施。

・13か所(16小学校区)の放課
後子供教室が放課後児童教室と

連携。
一体型……11か所
放課後児童教室と放課後子供教
室の児童が、同一の小学校内等
の活動場所において、放課後子

供教室開催時に共通プログラム

に参加できるもの

連携型……2か所
放課後児童教室と放課後子供教

室の活動場所の少なくとも一方が
小学校内等以外の場所にあつ
て、放課後子供教室が実施する
共通プログラムに放課後児童教
室の児童が参加できるもの

イ新・放課後子ども総合プラン検
討会」を教育委員会、市長部局が
連携して年間2回実施。PTA、 子
ども会関係者及び主任児童委員
等の有識者の出席を仰ぎ、放課
後児童教室、放課後子供教室の

課題について助言をいただいた。

・ワークライフパランス・女性活躍
推進アドバイザー派遣事業(社員
研修会、取組提案)の実施

・女性活躍推進セミナーの実施
,パパと一緒に♪アイシングクッ
キー数室
・トモダテ講座
・女性活躍推進リーフレット配布
・啓発グッズの配布
・パネル展示

子育てガイドブック作成 1,500部

母子モqフぃゎくに登録者数

3,1821牛

令和5年度実績 第2期計画の評価

令和4年度から令和5年度で全事業数
は減少しているが、参加児童数は730人

増加した。事業内容も学習補助、スポー
ツ、野外活動、調理、文化活動と多岐に

渡り、学校だけでは体験できないことが

学べる機会を設けることができた。
今後も施策を継続していく必要がある。

アドバイザー派遣を行うことで、よリワー
クライフパランスヘの意識が高まった。
今後も施策を継続していく必要がある。

女性活躍推進セミナーや男性の家事・

育児促進講座を実施し、パネル展示お
よび情報紙やリーフレットの配布等で情
報提供を行つた結果、

・
ワークライフパラ

ンスの意識が高まつた。
今後も施策を継続していく必要がある。

岩国市の子育て支援情報をリアルタイ
ムに発信することで、安心して子育てが
できる環境づくりに取り組んだ。
今後も施策を継続していく必要がある。

こども館とこども家庭センターで協力して
情報提供、相談等を行うことで、安心し
て子育てができる環境づくりに取り組ん
だ。
今後も施策を継続していく必要がある。

放課後子供教室と放課後児童教室の連
携により、お互いの教室で効果が見られ
た。連携の例としては、夏休み中に放課
後子供教室の子供たちを放課後児童教
室に連れていき、一緒に学習会に参加
することでどちらの数室からも指導者の

数が増え、教えやすくなつたという声が |

あった。また、放課後児童教室の子供た
ちが放課後子供教室の木工教室に参加
し、児童教室の中では体験できないこと
が体験できたという声もあつた。

「新・放課後子ども総合プラン検討会」を
通して教育委員会、市長部局、PTA、 子
ども会関係者及び主任児童委員等の有
識者などの子供に関わる機関で情報共
有を行つたり～課題について検討したり
することができた。

令和5年度末をもつて「新・放課後子ども
総合プラン」が終了したが、放課後児童
対策のため引き続き、関係課、関係機関
で事業の実施状況や課題について協
議・検討する必要があることから検討会
の名称を変更する必要がある。

担当課

習課

人権課

人権課

こども家庭課

こども家庭課

生涯学習課

10



教育 B保育の需要量及び確保の方策

①令和2年度 量の見込みと確保方策に対する入園(所)者数実績

- 11 -

提供区域 項 目

1号認定 2号認定 3号認定

3～5歳

I

教育希望

Ⅱ

保育希望

I

0歳児

Ⅱ

1～ 2歳

市
全
城

量の見込み① 1,235 人 270 人 1,382人 268 人 802 人

確保方策

寺定教育・保育施設 1,386 人 388 人 1,679 人 226 人 898 人

地域型保育事業 0人 0人 0人 8人 15人

合 計② 1,336 人 388 人 1,679人 234 人

328 人

△ 94人

913人

入所者数③ 1,329 人 286人

102 人

1,706 人

△ 27人

881人

32 人差引 0‐③ 7人

岩
国
地
域

量の見込み① 964 人 238 人 980 人 226 人 533 人

確保方策

時定教育 B保育施設 1,064 人 315人 1,165人 160 人 638 人

地域型保育事業 0人

1,064 人

0人

315人

235 人

0人

1,165人

8人

168人

15人

653 人合 計②

入所者数③ 1,112人 1,182人

△ 17人

237 人

△ 69人

614人

39 人差引 0い③ △ 48人 80 人

由
宇
地
域

量の見込み① 107人 21人 112人 14人 73 人

確保方策

寺定教育・保育施設 122 人 38 人 123人 25 人 72人

地域型保育事業 0人 0人 0人 0人 0人

合 計② 122人 38 人 123人 25 人 72人

入所者数③ 114人 27人

11人

148 人 22 人 70人

差引 0‐③ 8人 △ 25人 3人 2人

玖
西
地
域

量の見込み① 157人 11人 267 人 26 人 182 人

確保方策

貯定教育・保育施設 140 人 35 人 305人 33 人 152人

地域型保育事業 0人 0人 0人 0人 0人

合 計② 140 人 35 人 305 人 33 人

62 人

△ 29人

152人

入所者数③ 99 人

41人

24 人

11人

312人 169人

△ 17人差引 く夢③ △ 7人

玖
Jと

地
域

量の見込み① 7人 0人 23 人 2人 14人

確保方策

守定教育・保育施設 10人 0人 86 人 8人 36 人

地域型保育事業 0人 0人 0人 0人 0人

合 計② 10人 0人 86人 8人

7人

1人

36 人

入所者数③ 4人

6人

0人 64人 28 人

差引くチ③ 0人 22人 8人

入所者数は令和3年3月 31日現在



①令和3年度 量の見込みと確保方策に対する入園 (所 )者数実績

提供区域 項 目

1号盟定 2零認定 3号認定

3～5歳

I

教育希望

Ⅱ

保育希望

I

0歳児

「Ⅱ

l～2歳

市
全
嫁

量の 11194 人 262 人

388 人

1,387 人

1,679人

0人

261 人 7'9 人

226 人

8人

898 人

15人
確保方策

詩定教育・保育施設

地域型保育事業

11336 人

0人 0人

合 計② 1,386 人 388 人

267人

11679人 234 人
|

303 人

△ 69人

913人

入所者 1,317 人 1,658 人

21人

880 人

33人差引く夢③ 19人 121人

岩
国
艶

壌

量の見込み①

。保育施設

確保方策 地域型保育事業

合 計②

入所者数③

差引 0‐③

986 人 231 人 952 人

1,165 人

220 人

160人

518人

638 人二!P発型
1∩∩▲ 入

1,080 人

△ 16人

315人

0人

31 5 人

227 人

0人

1。165人

1,153人

12人

8人

168人

15人

653 人

609 人

44 人

201 人

△ 33人88 人

由
宇
地
域

量の見込み① 99 人 20 人 104 人

123 人

13人 72人

確保方策

時定教育B保育施設 122 人 38 人 25 人 72人

0人
地域型保育事業 0人 0人 0人 0人

合 計② 122人 38 人 123 人 25 人

22人

72 人

72人

0人
入所者数③ 110人 26人 149 人

差引 0・③ 12人 12人 △ 26人 3人

玖
西
地
域

量の見込み① 152人 11人 258 人 26 人 176人

定教育・保育施設

確保方策 地域型保育事業

合

140 人 35 人 305 人 33 人 152 人

0人 0人 0人 0人 0人

140人 |

123人

17人

35 人

14人

21人

305 人

305 人

0人

33人 |

74人

△ 41人

152人 |

172人

△ 20人
入所者数③

差引 0‐③

玖
】ヒ
地
域

量の見込み① 7人 0人 23 人 2人 13人

確保方策

・保育施設 10人 0人 86 人 8人 36 人

地域型保育事業 0人 0人 0人 0人 0人

合 計② 10人 0人

0人

0人

86人

51人

35人

8人

6人

2人

36人

24 人

12人
入所者数③ 4人

6人差弓10‐③

-12-

入所者数は令和4年3月 31日現在



①令和4年度 量の見込みと確保方策に対する入園(所)者数実績

提供区域 項 目

1号認定 2号認定 3号認定

3～ 5歳

I

教育希望

Ⅱ

保育希望

I

0歳児

Ⅱ

1～ 2歳

市
全
域

量の見込み① 1,119人 245 人 1,255 人 256 人 772人

確保方策

寺定教育・保育施設 1,253 人 310人 1,505 人 275 人 854 人

地域型保育事業 0人 0人 0人 11人 21人

合 計② 1,253 人 310人

250人

60 人

1,505 人 286 人 875 人

入所者数③ 1.270人

△ 17人

1,535 人 326 人 919人

△ 44人差引 0い③ △ 30人 △ 40人

岩
国
地
域

量の見込み① 877 人 216人 892 人 216人 515人

確保方策

寺定教育・保育施設 1,000 人 250 人 1,050 人 209 人 579 人

地域型保育事業 0人

11000 人

0人

250 人

0人

1,050 人

11人

220 人

230 人

21人

600 人合 計②

入所者数③ 1,044 人 230人 1,064 人

△ 14人

644 人

差引 0‐③ △ 44人 20人 △ 10人 △ 44人

由
宇
地
域

量の見込み① 93 人 20 人 98人 13人 74人

確保方策

時定教育B保育施設 100 人 30 人 110人 25 人 80 人

地域型保育事業 0人 0人 0人 0人 0人

合 計② 100 人 30 人 110人 25 人 80 人

入所者数③ 108 人 1人 140 人 27人 66人

差 引 00 △ 8人 29 人 △ 30人 △ 2人 14人

玖
西
地
域

量の見込み① 143人 9人 243 人 25 人 1'0人

確保方策

府定教育・保育施設 145人 30人 280 人 33 人 170人

地域型保育事業 0人 0人 0人 0人 0人

合 計② 145 人 30人 ?80 人 33 人 170人

入所者数③ 117人 19人 288 人

△ 8人

64 人 192 人

△ 22人差引 (}③ 28人 11人 △ 31人

玖
Jヒ

地
域

量の見込み① 6人 0人 22 人 2人 13人

確保方策

時定教育`保育施設 8人 0人 65人 8人 25 人

地域型保育事業 0人 0人 0人 0人 0人

合 計② 8人

1人

0人

0人

65人 8人 25 人

入所者数③ 43 人

22 人

5人

3人

17人

8人差引 G③ 7人 0人

-19-

入所者数は令和5年 3月 31日現在



①令和5年度 量の見込みと確保方策に対する入園 (所 )者数実績

―提供区競

1号認定

項 目

3～5歳

2号認定 3号認定

I

教育希望

Ⅱ

保育希望

I

0議児

Ⅱ

1～ 2歳

市
全
域

量の 1,099 人 240 人 1,233 人 250 人 755 人

854 人
定教育・保育施設 1,253 人

確保方策 地域型保育事業 0人

合 計② 1,253人

1,124 人

差引 0‐③ 129人

310人 1,505 人 275人

0人 0人 11人 21人

875人

897 人

310人 1,505 人 286人
|

296 人

△ 10人

241人

69人

1,608 人

△ 103人 3人

864 人

1,000 人

212人

250 人

878 人 212人 505人

岩
国
地
域

量め見込み①

・保育施設

確保方策 地域型保育事業

▲
口

1,050 人

0人

1,“0 人

1,120 人

△ 70人

209

11

220 人

201 人

19人

579 人

21人

600 人

642 人

△ 42人

0人

1,oOo プ(

0 人

Aっ氏r、

202 人

「
48 人

入所者数③

差引 0‐③

904 人

96 人

由
宇
地
域

量の見込み① 88 人 19人 92人 12人 71人

確保方策

・保育施設 100 人 30 人 110人 25 人 80 人

地域型保育事業 0人 0人 0人 0人 0人

合 100 人 30 人 110人 25 人 80 人

58 人
入所者数③ 114人 15人

15人

140 人 22 人

差引 0・③ △ 14人 △ 30人 3人 22 人

玖
西
地
域

量の見込み①

B保育施設

確保方策 地域型保育事業

合

141人 9人 241 人 24 人

33 人

165 人

“

5人 30 人 280 人 170人

0人 0人 0人 0人 0人

145人

102 人

43 人

30 人 280 人

308人

△ 28人

33人

68 人

△ 35人

170人

184 人

△ 14人
入所者数③ 24 人

6人差引 0‐③

玖
』ヒ
地
域

量の見込み① 6人 0人 22 人 2人 14人

確保方策 地域型保育事業

8人 0人 65人 8人 25人

0人 0人 0人 0人 0人

8人
|

4人

4人

0人

0人

0人

65 人

40 人

25人

8人

5人

3人

25人

13人

12人
入所者数③

差引 0‐③

-14-

入所者数は令和6年 3月 31日現在



令和4年度 令和6年度指標 令和2年度 令和3年度

75利用者支援事業

1

1 1

工長保育事業

散際後見宝数室

1

74-体理の散課俊児童牧室及び放際俊子供数室

1

11

放際俊子供叡室

1

1

10子育て短期支援事業

乳児憲底全F防間事祟

養育支援訪同事祟

15亀増子育て支ほ拠点事業

―時猥かり亭棠(幼稚■起》

31

e3-時猥かり事業(幼稚田望を除く)

窮児・痢俊児保育事業

フアミリー・サポート・センター事祟

妊婦健康静全案祐亭棠

市 |

珊

珊

珊

Ⅷ

Ⅷ

1判

判

珊

Ⅷ

Ⅷ

珊

珊

珊

Ⅷ

Ⅷ

糊

15


